
公立大学法人静岡文化芸術大学 第３期中期計画 評価指標達成状況一覧(令和７年度)

１　教育

（１）育成する人材

ア　学士課程
〔３ポリシーの一貫性〕

教育 定性 –

・３ポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・
ポリシー）の一貫性と明晰性を検証し、必要に応じて修正する。【№1】

1

イ　修士課程

・３ポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・
ポリシー）の一貫性と明晰性を検証し、必要に応じて修正する。【№2】

2

（２）入学者受入れ

ア　入学者受入方針

〔多様な学生の受入れ〕

・外国人留学生、定住外国人、社会人、障害のある学生など、多様な学
生の受入れを進め、本学で学ぶ意欲を持つ特長ある人材を安定的に確
保する。【№3】

3 志願倍率（該当年度内に実施した学部一般選抜（前期・後期））【困
難】

教育 定量 成果 ○ 過去３年平均以上
／毎年
（過去3年平均値：
5.1倍）

5.4倍

〇

・大学院においては、学内進学者を確保するとともに、社会人や外国人
留学生の受入れを促進する具体的な取組を実施し、入学定員を充足さ
せる。【№4】

4 大学院における入学定員の充足状況【困難】 教育 定量 成果 ○ 100％／毎年 60%

×

〔入試広報の充実〕
・デジタル技術を活用して広報内容を充実させ、特色ある教育研究など
本学の魅力を幅広い受験者層に効果的に広報する。【№5】

5

―

- - - - - - -

〔入試関連組織の機能強化〕
・学内の連携を強化して、デジタル技術の活用による情報共有を進め、
入試関連事業を改善する。【№6】

6
―

- - - - - - -

〔入学試験の改善〕
・受験生の資質を多面的・総合的に評価するため、大学入学共通テスト
の利用法、個別選抜の方法、外部検定の活用法などを検討し、入学試
験の内容を改善する。
・入学試験等の改善に活かすため、入学後の追跡調査により受験生の
資質評価法を検証する。【№7】

7

―

- - - - - - -

イ　高等学校との連携
・意欲の高い学生を確保するため、高校への出張授業、高校教員向け
授業見学・説明会、懇談会を通じて本学の魅力を伝え、高等学校との連
携を強化する。【№8】

8

―

- - - - - - -

 資料１

第２　教育研究等の質の向上に関する計画

第３期中期計画
計画
№

評価指標 分野
定量
定性

成果
活動

困難 目標値
R7年度
実績値

R7年度の取組状況
特記事項

（定性の場合必須記載）

数値目標
達成状況

R7年度：
ディプロマ・ポリシーに示された育成人材を踏まえた入試が実施され、
カリキュラムが運用されているか、教学IR委員会で検証する。

R8年度:
R7年度の検証結果をまとめ、学部・研究科で共有し、対応について協
議する。

R9年度:
R8年度の協議結果を踏まえ、県の定める中期目標と大学の方針の調
整を行ったうえで、第4期中期計画における「育成する人材」に関する
項目を策定する。

- - ・教学IR委員会の主導で、R7年度
卒業生を対象とした卒業時アン
ケートを実施し、3ポリシー間の一
貫性を検証するためのデータを収
集・分析した。
・教学IR委員会から、ディプロマ・
ポリシーを踏まえたカリキュラムの
運用状況をわかりやすく体系的に
明示するため、各学科にカリキュラ
ムマップを踏まえたカリキュラム・
ツリーの作成を依頼した。
・教学IR委員会の主導の下、両研
究科では、R7年度より学士課程で
新カリキュラムが開始されたことに
より4年後に向けて接続する修士
課程の入試とカリキュラムの見直
しを始めた。また、3ポリシーの一
貫性と明晰性についても各研究科
教務委員会で検討と確認を行っ
た。

–
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第３期中期計画
計画
№

評価指標 分野
定量
定性

成果
活動

困難 目標値
R7年度
実績値

R7年度の取組状況
特記事項

（定性の場合必須記載）

数値目標
達成状況

（３）教育の内容

ア　教育内容
・学生の主体的な課題発見・解決能力向上のため、アクティブラーニング
の手法を取り入れた教育を充実させる。【№9】

9 全授業科目においてアクティブラーニングの手法を取り入れた授業の
割合
※アクティブラーニング（学生の能動的な活動を取り入れた授業）

定量 活動 R7年度：60％
R8年度：65％
R9年度：70％

61.7%

〇

・教育のデジタル化を進め、授業の特性に応じて対面とオンラインを適切
に組み合わせた最適な方法を用い、学修者本位の教育を行う。【№10】

10 全授業科目におけるLMS（SUAC manaba）の利用率 定量 活動 R7年度：40％
R8年度：50％
R9年度：60％

51.0%

〇

・教育内容の質の向上を図るため、他大学との連携を強化し、単位互換
や交換授業などの取組を検討する。【№11】

11

―

- - - - - - -
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第３期中期計画
計画
№

評価指標 分野
定量
定性

成果
活動

困難 目標値
R7年度
実績値

R7年度の取組状況
特記事項

（定性の場合必須記載）

数値目標
達成状況

（ア）学士課程

12 ○両学部共通
R7年度：
1年生への新カリキュラムの提供を開始。1年次配当科目について授
業アンケート等により評価する。

R8年度：
新カリキュラムを年次進行により2年生まで提供。全学科目区分のカリ
キュラムの妥当性について評価する。

R9年度：
各学科において、必修科目、選択科目、教養科目、専門科目などの
バランスを考慮した履修モデルの作成を完了する。完成した履修モデ
ルを活用し、学生に対する各学科の履修指導において、教育課程全
体の構造を俯瞰し、体系的な履修を促す。また、各学科の履修モデル
と学生の実際の履修状況を照合し、その結果をカリキュラムおよび学
習成果の点検・評価に活用する。

定性 – - - 前期および後期の学期末に実施し
た授業アンケートの結果に基づ
き、教学IR委員会で、新カリキュラ
ムの開講科目について評価を行っ
た。その結果、1年生が新カリキュ
ラムの開講科目の授業に意欲的
に取り組んでおり、知的好奇心が
湧いたと感じていたこと、シラバス
に記載されている学修到達目標に
到達できたという実感をもっている
ことが確かめられた。新カリキュラ
ムで新設した全学科目のキャリア
形成区分科目においても、同様の
傾向が確かめられた。一方、授業
の難易度の評価においては、学
部・学科の専門科目よりも、全学
科目のほうが難しいと評価される
傾向にあることがわかった。この点
については、次年度にかけて精査
し、問題点があれば解消していく。
これらの結果はR8年4月度の教育
研究審議会で報告し、各学科に共
有する。

-

○文化政策学部
R7年度：
新カリキュラムが適用される新入学生に対して、ガイダンス等におい
てオプショナル・スタディーズの周知を行う。

R8年度：
各学科ごとにオプショナル・スタディーズに関するガイダンス及び履修
指導を実施し、2年次後期に履修受付を行う。

R9年度：
オプショナル・スタディーズの開講。また、履修状況や履修生の動向に
ついて確認・検証を行う。結果を踏まえ、制度の運用方法や、講義内
容の見直しを行う。

定性 – - - ４月上旬の新入生オリエンテーショ
ンにおいて、文化政策学部の新入
生に全員にオプショナル・スタ
ディーズに関する資料を配布、さら
に学部長が直接、オプショナル・ス
タディーズのしくみ、内容に関する
説明を行った。

-

○デザイン学部
R7年度：
専門横断演習について、授業計画及び評価方法をワーキンググルー
プで検討する。

R8年度：
専門横断演習について、ワーキンググループと担当教員でテーマを
決定し、授業計画を策定する。

R9年度：
専門横断演習の開講、授業成果の学内外への発表を通じて、授業到
達目標を検証する。検証結果を踏まえ、演習内容を改善・充実させ
る。

定性 – - - ・課題内容を複数設定し、それらの
授業計画及び授業運営のための
担当教員数について、科目概要に
従い議論を行い、シラバスのたた
き案を作成し課題点の洗い出しを
行った。
・グループワークの評価方法の課
題点を抽出、特に、プロセス評価
方法の検討を行い、学生同士のピ
アレビューや自己評価の取り扱い
について議論した。
・「学生視点で見て魅力的な（他の
授業では体験できない、横断を実
感できる）課題プログラム」をテー
マに、WGメンバーがそれぞれ案を
持ち寄り検討し、当該科目ならで
はのテーマ及び課題設定のため
の条件を抽出した。

-

・令和元年度に再課程認定を受けた、教職課程の成果を検証する。【№
13】

13
―

- - - - - - -

（削除） 14
―

- - - - - - -

〇両学部共通
新カリキュラム運用を開始し、学部間共通科目を展開することで、両学
部の専門性を横断した幅広い教養と深い専門性をもった人材を育成す
る。【№12-1】

〇文化政策学部
他学科が提供する科目群を学ぶことができるオプショナル・スタディーズ
を新設し、学生の多様な学びに対応する。また規程の単位を取得した学
生には修了証を発行する。【№12-2】

〇デザイン学部
自己の専攻する分野の知識を深めつつ、従来のデザイン分野の枠を超
えた横断的な素養を身につけ、各自の志向に応じた多分野の知識を複
合的に学ぶために、新たな科目「専門横断演習」を開講することで、現代
の社会課題に対応しうる人材を育成する。【№12-3】

＜前期＞
設問 全学 全学語学 文化政策学部 国際専門 文政専門 芸文専門 デザイン

1.9 4.22 4.45 4.37 4.32 4.34 4.65 4.49
1.10 4.48 4.52 4.53 4.36 4.56 4.76 4.63
1.11 4.29 4.49 4.30 4.19 4.36 4.49 4.56
1.12 4.18 4.19 4.11 4.04 4.24 4.14 4.28
1.13 3.63 3.40 3.53 3.45 3.44 3.52 3.86

＜後期＞
設問 全学 全学語学 キャリア形成 文化政策学部 国際専門 文政専門 芸文専門 デザイン

1.9 4.25 4.66 4.60 4.17 4.49 3.81 4.63 4.59
1.10 4.33 4.55 4.40 4.36 4.64 4.23 4.69 4.65
1.11 4.40 4.55 4.53 4.07 4.41 4.12 4.45 4.48
1.12 4.25 4.43 4.31 3.97 4.17 3.60 4.26 4.30
1.13 4.14 4.29 4.37 3.61 3.59 3.96 3.26 3.46

＜設問＞　前期・後期共通
1.9 この授業を受けて知的好奇心が湧いた
1.10 この科目の授業を通して、新しい知識、技術、能力を得たり、理解が深まったと感じた
1.11 この科目の授業に意欲的に取り組んだ
1.12 シラバスに記載されている学修到達目標に到達できた
1.13 授業の難易度についてどのように感じましたか

＜回答＞

ポイント ポイント

5 5

4 4

3 3

2 2

1 1

あてはまる

ややあてはまる

どちらともいえない

あまりあてはまらない

あてはまらない

難しかった

やや難しかった

ちょうどよかった

やや易しかった

易しかった

設問1.9、1.10、1.11、1.12 設問1.13
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第３期中期計画
計画
№

評価指標 分野
定量
定性

成果
活動

困難 目標値
R7年度
実績値

R7年度の取組状況
特記事項

（定性の場合必須記載）

数値目標
達成状況

（イ）修士課程
・修了生の活動状況の検証等に基づく大学院の教育課程の見直し、デ
ジタル技術の活用等による教育・研究の充実を図るとともに、学部教育
との連続性を高める。【№15】

15 R7年度：
修了生に対して調査を実施し、現在の仕事と本学での学びの関連
性、本学のカリキュラム、修士論文や作品制作の指導、成績評価等に
ついての意見を収集し、両研究科の強みや問題点を明らかにする。

R8年度：
R7年度の調査結果をもとに修士課程のカリキュラム、授業内容、成績
評価方法の見直しを行う。

R9年度：
R8年度の活動内容を踏まえ、第４期中期計画期間における研究科の
在り方について学内協議及び同計画案の策定を行う。

定性 – - - ・R8年1月、過去5年間の両研究科
の修了生を対象にオンラインアン
ケート調査を実施し、修了後の進
路、現在の職務内容、本学での学
びとの関連、カリキュラムや研究指
導に関する意見等を把握した。結
果、修了生の多くが民間企業等で
専門性を活かして活動しており、修
士論文や修了制作が現在の業務
や活動に活かされていることを確
認した。

-

・「共同プロジェクト実践演習」などにより、両研究科にまたがる実践的教
育を実施する。【№16】

16

―

- - - - - - -

・文化政策研究科とデザイン研究科にまたがる実践的な教育・研究を推
進するために両研究科の統合計画を作成するとともに、博士課程の設
置を検討する。【№17】

17

―

- - - - - - -

イ　成績評価

〔学士課程〕

・ＧＰＡ, ＣＡＰ制が適正に運用されているかを検証し、必要に応じて迅速
に改善する。【№18】

18
―

- - - - - - -

・アセスメント・ポリシーを策定し、３ポリシーの適正な運用・検証に努め
る。【№19】

19
―

- - - - - - -

〔修士課程〕
・両研究科の統合を見据えた成績評価の方法の明確化と評価基準の策
定に取り組む。【№20】

20

―

- - - - - - -

（４）教育の実施体制等

ア　教員配置
・学部及び大学院の教育課程の改正に応じて適正な教員配置を進め、
教育活動を一層充実させる。【№21】

21

―

- - - - - - -

・学部、学科及び研究科を超えた複数教員による指導体制を強化すると
ともに、授業等において学外の人材を積極的に活用する。【№22】

22

―

- - - - - - -

イ　教育環境の整備
・学生の主体的・能動的な学習を促進するため、ハード・ソフトの両面か
ら教育環境を整備する。【№23】

23

―

- - - - - - -

ウ　教育力の向上

（ア）教育力の向上
・ファカルティ・ディベロップメント活動の充実、参加の促進により、教育・
指導方法の向上を図る。【№24】

24 ＦＤ研修参加率：75％以上／毎年 定量 活動 75％以上／毎年 88% -

〇

・入試、教務・学生、キャリア支援に関わる各部署間の情報共有と連携
の強化により、学生の希望の実現に向け、入学から卒業まで一貫した教
育を行う。【№25】

25

―

- - - - - -

- 4/17 -



第３期中期計画
計画
№

評価指標 分野
定量
定性

成果
活動

困難 目標値
R7年度
実績値

R7年度の取組状況
特記事項

（定性の場合必須記載）

数値目標
達成状況

（イ）教育活動の改善
・学生の意見をきめ細かく収集するため、授業評価の方法を改善し、学
修成果を多面的に検証する。【№26】

26

―

- - - - - - -

27 英語の学修成果（在籍期間中のＴＯＥＩＣスコア）：
800点以上を取得する学生数26人以上

定量 成果 800点以上を取得
する学生数26人以
上

46人

〇

英語の学修成果（在籍期間中のＴＯＥＩＣスコア）：
700点以上を取得する学生数64人以上

定量 成果 700点以上を取得
する学生数64人以
上

82人

〇

英語の学修成果（在籍期間中のＴＯＥＩＣスコア）：
600点以上を取得する学生数167人以上

定量 成果 600点以上を取得
する学生数167人
以上

193人

〇

中国語の学修成果（年度毎のＨＳＫ取得）：
３級以上を取得する学生数42人以上

定量 成果 ３級以上を取得す
る学生数42人以上

17人（18人受験）

×

・卒業生に対する学修成果の調査を行い、結果を検証して、授業やキャ
リア支援に反映させる。【№28】

28

―

- - - - - - -

（５）教育研究組織の見直し

・学部と大学院の接続、「遠州学林構想（答申）」に示された「グローカル
デザイン研究所」(仮称)の設置を視野に入れて、社会情勢や地域のニー
ズに対応した教育研究組織の見直しを行う。【№29】

29 R7年度：
地域連携センター、文化・芸術研究センター、国際交流センターの事
業及び機能の有機的な連携・協働の検証の方法について協議する。

R8年度：
上記３センターの機能統合・グローカルデザイン研究所(仮称）移行に
向けた課題の整理を行う。

R9年度：
グローカルデザイン研究所（仮称）移行に向けた計画を策定する。

定性 – - - ・「遠州学林構想（答申）」に示され
た「グローカルデザイン研究所（仮
称）」の実現可能性については、R7
年1月からR8年3月まで遠州学林
設置検討専門部会にて検討を行
い、地域連携センター、文化・芸術
研究センター、国際交流センター
の将来的な統合を見据えた各セン
ターの機能の確認、課題を整理
し、当面は現行の３センター体制を
維持することとした。

-

・外部試験の活用により、学生の学修成果を客観的に検証し、教育活動
を改善する。【№27】
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（６）学生への支援

ア　学習・生活

〔学習支援〕

・各学科が行っている担任制、チューター制などを通じて、個々の学生の
学習支援を強化する。【№30】

30

―

- - - - - - -

・現行のスチューデントアシスタント（学部生）の運用を改善し、新たに
ティーチングアシスタント（大学院生）を導入する。【№31】

31
―

- - - - - - -

〔多様な学生への支援〕
・ピアサポートや長期履修制度の積極的な活用を促し、障害のある学生
への支援体制を強化するとともに、多様な学生への教職員及び学生の
理解を促進する。【№32】

32

―

- - - - - - -

〔生活支援〕
・学生生活実態調査等によって学生の諸問題を把握し、心身両面におい
て必要な支援を行う。【№33】

33 学生生活調査の回答率：60％以上/　毎年 定量 活動 60％以上/　毎年 25.8%

×

・国の修学支援制度と本学の授業料減免制度を活用して、必要な学生
へ行き届く経済支援を行う。【№34】

34
―

- - - - - - -

・留学生ＳＡやピアサポート、留学生ガイダンスの実施などにより、外国
人留学生への支援を行う。【№35】

35 受入れ留学生ガイダンス実施回数：６回以上／毎年 定量 活動 ６回以上／毎年 8回

〇

イ　自主的活動の支援
・地域の社会活動に関する情報提供や、学内施設の貸出などにより、学
生の自主的活動を支援する。【№36】

36

―

- - - - - - -
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（７）キャリア教育と進路支援

〔キャリア関連組織の強化〕

・学内の連携を強化して、情報共有を進め、キャリア教育と進路支援をさ
らに充実させる。【№37】

37
―

- - - - - - -

〔キャリアデザイン教育の充実〕
・１年次からの教育、教養・専門教育においてキャリアへの意識啓発を促
し、キャリアデザイン教育を強化する。【№38】

38

―

- - - - - - -

〔学生の特性に合わせた進路支援〕
・デザイン、文化団体など本学特有かつ就職情報が少ない分野につい
て、ノウハウの蓄積及び情報提供を行う。【№39】

39

―

- - - - - - -

〔企業との連携〕
・企業訪問により採用側のニーズ把握等を行い、得られた情報を学生に
発信し、効率的な就職活動を促す。【№40】

40

―

- - - - - - -

41 大学主催の就職支援事業の参加率：45％以上／毎年 定量 活動 45％以上／毎年 25.5% 売り手市場ということもあり、数値
の達成は困難である。 ×

就職率：100％／毎年【困難】 定量 成果 ○ 100％／毎年【困
難】

98.0% 文化政策学部の3学科と大学院の
両研究科の就職率は100%を達成
している。

〇

県内就職率：過去３年平均以上／毎年 定量 成果 過去３年平均以上
／毎年

（Ｒ４－６平均値：
34.6％）

38.3% 過去3年平均を大きく上回った。

〇

・地域の企業の魅力を学生に向けて発信し、理解促進を図る。【№41】
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（８）卒業生との連携とリカレント教育の展開

・同窓会との連携強化、卒業生と在学生との交流の機会提供により、卒
業生の大学教育への参加・協力を促進する。【№42】

42

―

- - - - - - -

・社会人聴講生制度や公開講座等を活用するとともに、社会人がより参
加しやすい教育機会の提供方策を検討し、リカレント教育を促進する。
【№43】

43 社会人学生数（正規の学生及び科目等履修生）：過去３年平均以上 定量 成果 過去３年平均以上
／毎年
（Ｒ４－６平均値：３
人）

３人（学部生１人、
院生１人、科目等
履修生1人）

〇

２　研究

（１）社会の発展に貢献する研究の推進

・重点研究ビジョン「持続する社会のためのグローカルデザイン」のもと
に、両学部を融合させた研究や他大学と連携した研究を推進する。【№
44】

44 論文数、研究作品数（機関リポジトリ登録数）：対前年増／毎年 定量 活動 対前年増（R６年
度：60件）

63件

〇

・科学研究費補助金等の外部資金や学内研究費を活用して、学内及び
他大学との共同研究を促進する。【№45】

45

―

- - - - - - -

・地域の企業、自治体等との共同研究、受託研究、受託事業の受入れを
推進するとともに、特色ある研究を強化し、その成果を地域に還元する。
【№46】

46 受託事業、受託研究、共同研究の受入件数：過去３年平均以上／毎
年

定量 成果 過去３年平均以上
／毎年

（Ｒ４－６平均値：16
件）

８件

×

（２）研究実施体制
・「遠州学林構想（答申）」に示された「グローカルデザイン研究所」（仮
称）の設置を視野に入れた組織体制を整備する。【№47】

47

―

- - - - - - -

48 科学研究費補助金の教員の申請率：30％／第３期最終年度 定量 活動 30％／第３期最終
年度
R７年度目標：28％

27.8%

×

外部資金（科研費等）の獲得件数：過去３年平均以上（国財団助成含
む）／毎年

定量 成果 過去３年平均以上
／毎年

（Ｒ４－６平均値：59
件）

45件

×

外部資金（科研費等）の獲得金額：過去３年平均以上（国財団助成含
む）／毎年【困難】

定量 成果 ○ 過去３年平均以上
／毎年

（Ｒ４－６平均値：
41,132千円）

31,204千円

×

・科学研究費補助金等の外部資金への申請率を高め、申請・採択件数
の増加を図る。【№48】
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（３）研究成果の評価及び研究倫理の徹底

ア　研究成果の評価及び改善

49 研究成果発表会（オンライン含む）の閲覧者数：過去３年平均以上／
毎年

定量 活動 過去３年平均以上
／毎年

（Ｒ４－６平均値：
111人）

201人

〇

教員特別研究報告書に対する、審査委員によるフィードバック率：
100％／毎年

定量 活動 100％／毎年 100%

〇

・新たにアーカイブズセンターを設置し、研究成果や資料の収集、整理、
保管、利用管理を適切に行う。【№50】

50
―

- - - - - - -

イ　研究倫理
・研究倫理教育を徹底し、研究活動の不正行為に対する教員の意識向
上を図る。【№51】

51
―

- - - - - - -

・公的研究費の管理・監査のガイドラインに基づき、コンプライアンス教
育を徹底し、研究費の不正使用を防止する。【№52】

52

―

- - - - - - -

・研究成果について、学外の意見や評価を反映させる方法を検討するな
ど、評価の仕組みを改善するとともに、積極的に情報発信する。【№49】
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３　地域貢献

（１）地域社会との連携
・遠州地域の自治体、企業、文化施設等と本学のネットワーク形成を推
進し、地域産業のイノベーション創出や地域の活性化に寄与する。【№
53】

53

―

- - - - - - -

・公開講座、公開工房等、地域の市民に向けた生涯学習の機会を提供
する。【№54】

54 公開講座等の参加者数：過去３年平均以上／毎年 定量 成果 過去３年平均以上
／毎年

（Ｒ４－６　平均値：
3,849人）

3,898人

〇

・「実践演習」など、地域課題解決に取り組む教育を通じて学生の地域志
向を高める。【№55】

55 地域連携演習等取組者数：第２期平均以上／毎年 定量 活動 第2期平均：195人 280人

〇

・フェアトレード大学としての実践をはじめとするＳＤＧｓへの取組を通じ
て、地域社会に貢献するとともに、持続可能な社会の担い手を育成す
る。【№56】

56

―

- - - - - - -

（２）地域の自治体・企業との連携

・研究成果の還元や地域での実践的な教育・活動を通して、地域の企業
や団体、地域住民等との連携を強化する。【№57】

57

―

- - - - - - -

・自治体等の審議会・委員会への教員の参画を通して、政策形成や地域
の人材育成を支援する。【№58】

58 自治体等の委員、講師、審査員等への就任件数：過去３年平均以上
／毎年

定量 成果 過去３年平均以上
／毎年

（Ｒ４－６平均値：
427件）

389件

×

（３）県との連携

・静岡県が実施する各種事業に協力するとともに、政策形成及び各種施
策の推進を支援する。【№59】

59 静岡県の実施する各種事業に協力した件数：過去３年平均以上／毎
年

定量 成果 過去３年平均以上
／毎年

（Ｒ４－６平均値：71
件）

60件

×

（４）大学との連携

・教育研究及び大学運営の様々な問題について県立大学をはじめとす
る国内外の大学との連携を強化し、教育研究の質の向上に取り組む。
【№60】

60 大学間での単位互換制度を利用した学生数：10人以上/毎年 定量 活動 10人以上／毎年 15人

〇

・ふじのくに地域・大学コンソーシアムを通じた大学間連携をさらに推進
する。【№61】

61
―

- - - - - - -

（５）誰もが理解し合える共生社会の実現への貢献

・異なる言語や文化的背景を持つ人々、障害者や性的マイノリティなど、
様々な人々がともに学ぶことのできる環境づくりに努める。【№62】

62 国際交流センターを中心とした、共生社会の実現につながる、学内外
に開かれた交流事業の実施：年２回以上

定量 活動 年２回以上 2回 （ブラジルweek、ブラジルday）

〇
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４　グローバル化

（１） グローバル教育の推進

・国際交流センターを中心に、地域の特性を生かした多文化間の対話・
交流を通して、全学的なグローバル教育を推進する。【№63】

63 〇国際交流センターを中心とした、全学的なグローバル教育の推進

R7年度：
留学から帰国した本学学生と海外からの留学生の交流活動を各学期
に実施する。地域の特性を生かしたグローバル教育を推進するため、
国際交流センターと地域連携センター等の協働事業案を策定する。　　　　　　　

R8年度：
R7年度の活動に加え、複数のセンターが協働し、グローバル教育を
推進する事業を実施する。

R9年度：
R8年度に実施した事業の結果を検証した上で、第４期中期計画を見
据えた全学的なグローバル教育推進体制を整備する。

定性 – - - 今年度入学した正規留学生と交換
留学生の交流機会として、自己紹
介と「興味がある日本文化」につい
てディスカッションを行う機会を設
けた。また、本学の「茶道部」によ
るお茶会に参加し、茶道文化の一
部に触れた。

後期新たに在籍した留学生には10
月中旬に学長、国際交流センター
長も出席する歓迎会を行い、３名
の留学生と留学から帰ってきた本
学学生を含む学生同士の交流を
図った。

地域の特性を生かしたグローバル
教育推進のための両センターの協
働事業として「SUACブラジルDAY
（後期）」を開催した。
また、事業案としては来年度に行
う「フェアトレード大学１０周年記念
事業」の開催について協議した。
図書館・情報センターとの共同事
業として「SUACブラジルWEEK（前
期）」の開催中にブラジル関連書
籍の特別展示を行った。また、「私
の留学記・先輩たちのリアル展」に
おいて本学学生の留学記の紹介
のほか、留学生の推薦図書につい
て紹介した。

-

・「遠州学林構想（答申）」に示された滞在対話型交流拠点の形成を視野
に入れて、外国人留学生・研究者や地域で暮らす外国人等との交流を
深める。【№64】

64

―

- - - - - - -

（２）留学支援体制の強化と留学生等の積極的受入れ

・本学独自の制度と各種の奨学金を活用して、派遣及び受入れ留学生、
語学研修参加者への経済的支援を行う。【№65】

65
―

66 受入れ留学生数：40人／毎年【困難】 定量 成果 ○ 40人／毎年【困難】 学部留学生　3人
研究科留学生　6人
研究生　4人
交換留学生　7人

計　20人

　（上記のほか12人
アメリカAUBURN大
学から交流受入）

×

派遣留学生数：長期留学 22人／毎年 定量 成果 22人／毎年 夏・秋出発　12人
春出発　6人
前年度からの継続　
11人
計　29人

このほか、３名の申込みがあった
がアメリカのビザの関係で断念し
た。

〇

短期留学 50人／毎年（語学研修含む） 定量 成果 50人／毎年（語学
研修含む）

夏期　32人
春期　11人
計　43人 ×

・海外インターンシップの拡充等により、留学や研修の機会を増やすとと
もに、日本語学習支援や生活支援等の受入体制の充実により、外国人
留学生を積極的に受け入れる。【№66】
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（３）海外の大学等との交流の強化

・デジタル技術の活用も含め、協定校等との共同研究、シンポジウム、
ワークショップ、研究者間の交流を促進する。【№67】

67 海外の教育研究機関等との共同事業の実施：第３期累計20件【困難】 定量 成果 ○ 第３期累計20件【困
難】

１年あたり3～4件

９件 （協定校との交流）
・ワルシャワ美術アカデミー
・浙江城市学院インターンシップ
・イタリアンデザインサマースクー
ル
（協定校以外との交流）
・ドイツ・キール大学教員本学訪問
および本学教員の客員研究員任
命
・米国・カリフォルニア州シリコンバ
レー国際交流団体とのオンライン
面談
・オーストラリア・サザンクロス大学
国際交流担当本学訪問
・米国・オーバーン大学学生と教員
本学訪問
・イタリア・ポリアルテ美術デザイン
大学教員本学訪問
・サンマリノ共和国大学国際交流
担当本学訪問

〇
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困難 目標値
R7年度
実績値

R7年度の取組状況
特記事項

（定性の場合必須記載）

数値目標
達成状況

第３　法人の経営に関する計画

１　業務運営の改善

（１）組織が一体となった戦略的な業務運営

・理事長兼学長のガバナンス機能の強化を図り、迅速な意思決定のも
と、サービスの受け手の満足度向上を目指して業務運営の改善に取り
組む。【№68】

68 役員会・経営審議会において、学外委員から出た法人経営に関する
意見への対応または回答する率：100％／毎年

定量 活動 100％／毎年 100%

〇

・各種委員会や会議での意見交換等、開かれた議論を通じて、役員、教
員及び事務職員が、大学の方針に係る共通認識を持ち、連携して業務
を遂行する。【№69】

69

―

- - - - - - -

・当中期目標期間初頭に「遠州学林構想」の答申を固め、以後その具体
化を推進する。【№70】

70
―

- - - - - - -

（２）人事の運営と人材育成

ア　人事制度の運用と改善

・教職員のインセンティブ向上のため、活動評価制度の検証と公平性・
透明性を増すための改善を継続する。
・プロパー職員の計画的な採用とともに、業務の特性に応じた、多様な
人材の雇用と適材適所の配置を進める。【№71】

71

―

- - - - - - -

イ　職員の能力開発
・外部研修、学内研修及びＯＪＴ等の計画的なＳＤ活動及び法人運営の
中核となるプロパー職員の登用を見据えた人材育成に取り組む。
・他大学との人事交流や共同研修による人材育成を進める。【№72】

72

―

- - - - - - -

ウ　誰もが活躍できる職場環境の整備

73 ・職員（出産した本人を除く）の育児休業等取得率：60％／毎年 定量 活動 60％／毎年 100%
〇

・育児休業以外の育児、看護、介護に関する諸制度の利用者：第３期
累計30人以上

定量 活動 第３期累計30人以
上（1年あたり5人）

19人
〇

・職員の有給休暇取得日数：10日以上／毎年 定量 活動 10日以上/毎年 12.75日
〇

（３）事務等の生産性の向上

・戦略的な大学運営の基礎となる各種情報を整理し提供するＩＲ機能の
整備、アウトソーシングやＩＴ化による事務の効率化を進める。【№74】

74 時間外勤務時間数（総時間数）：対前年減／毎年 定量 成果 対前年（13,335時
間）減

11,895時間

〇

・業務のスクラップ＆ビルドを行い、教育・研究組織及び事務局組織の効
率的な連携を踏まえた組織改革を進める。【№75】

75

―

- - - - - - -

・全ての教職員がワーク・ライフ・バランスを実現し、職場及び家庭におい
て充実した活動が出来るよう、育児から介護まで、ライフステージを踏ま
えた職場環境・体制の整備を進める。
・組織を活性化するため、多様な人材の活用及び登用を行う。【№73】
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（４）法令遵守

・教職員を対象としたコンプライアンス研修等を継続して実施し、法令遵
守意識の徹底を図る。【№76】

76 教職員向けのコンプライアンス研修受講率：100％／毎年 定量 活動 100％／毎年 100% -

〇

・監事、会計監査人、監査室職員による情報共有により監査の合理化と
監査機能の向上を図るとともに、監査結果を大学運営に的確に反映させ
る。
・公認会計士等専門家の支援の下、適正な内部監査の実施と監査知識
の蓄積を進める。【№77】

77

―

- - - - - - -

２　財務内容の改善

（１）自己収入の確保

・外部研究資金の幅広い情報収集及び獲得、共同研究・受託事業等の
拡大により自己収入の増加を図る。【№78】

78

―

- - - - - - -

・寄付金の使途や成果を積極的に広報し、寄付の勧奨を戦略的に行い、
静岡文化芸術大学基金の充実を図る。【№79】

79 静岡文化芸術大学基金の寄附金額:
300万円以上／毎年【困難】

定量 成果 ○ 300万円以上／毎
年【困難】

264万円

×

（２）予算の効率的かつ適正な執行

・学内ニーズに的確に対応する効果的な予算編成を行う。
・教職員・学生のコスト意識の向上を図るとともに、適正な執行管理によ
る経費節約を進める。【№80-1】

80
-1

管理的経費の効率化：一般管理費（義務的経費除く）第２期平均以下
／毎年

定量 成果 第２期平均
（203,524千円）以下
／毎年

201,381千円

〇

（３）経営の安定化に向けた全学的な取組

・予算編成案を決定する「予算会議」を中心に、大学経営の安定化に向
けた全学的な取組を推進する。【№80-2】

80
-2

R7年度：
経営状況を分析し、本学の財務構造の在り方について見直しを実施
する。

R8年度：
R7年度の見直しを踏まえた改善施策を立案し、実行する。

R9年度：
R7年度、R8年度の取組結果を踏まえた上で、第４期中期計画を策定
する。

定性 - - - 人件費や光熱水費の増加が課題
となる中、情報端末必携化
（BYOD）の導入により学内の端末
台数を見直し、情報機器等の設備
経費を40,000千円削減することで、
県のサマーレビューに優先して対
応した。

-

３　施設・設備の整備・活用等

・静岡県公共施設等総合管理計画に基づき、施設・設備の劣化診断、定
期点検を確実に実施し、計画的に修繕・更新を行い、長寿命化を図る。
・修繕・更新に当たっては、防災・防犯・防疫に対応するとともに、ユニ
バーサルデザインやデジタル化の推進、省エネルギー及び景観など環
境に配慮する。【№81】

81 〇第３期中期計画中の施設整備更新計画の確実な執行

R7年度：
照明設備（LED)更新、個別空調更新

R8年度：
照明設備（LED)更新、個別空調更新、劣化診断の実施

R9年度：
照明設備（LED)更新、個別空調更新、劣化診断を元に次期更新計画
を策定

定性 – - - 照明設備（LED）更新について、自
由創造工房、工作室、総合組立ア
トリエの照明器具の更新を行い、
LED化した。

また、空調工事について、北棟４
階情報処理演習室等、北棟１階コ
ンピューター室の空調設備を更新
した。

-

・「遠州学林構想（答申）」に示された「グローカルデザイン研究所」（仮
称）、滞在対話型交流拠点等の形成に向けた検討を進める。【№82】

82

―

- - - - - - -
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第４ 自己点検・評価及び情報の提供に関する計画

１ 評価の活用

83 定性 – - - -

２　情報公開等の充実

（１）情報公開の推進

・教育研究を始めとする諸活動の最新情報を適切な媒体で広く公開する
とともに、積極的な情報公開を行う。【№84】

84 「SUAC理解・基礎データ集」を更新・大学HPへ掲載／毎年実施 定量 活動 1回／毎年 1回

〇

（２）広報の充実

85 市記者クラブへの情報提供（プレスリリース）の件数：
　33件以上／毎年

定量 活動 33件／毎年 36件

〇

公式SNS（X）のポスト投稿件数：
　300件以上／毎年

定量 活動 300件／毎年 352件 Instagram投稿：226件

〇

・適正なガバナンス確保のため、定期的な自己点検評価を継続実施し、
法定の外部評価の結果とともに、業務改善に的確に反映する。【№83】

R7年度:
令和4年受審の認証評価結果における意見への対応（100％実施）

R8年度:
自己点検評価委員会にて、R10年度の認証評価受審のための点検
ポートフォリオ作成計画策定

R9年度:
R10年度の認証評価のための点検ポートフォリオ作成、学内決定

R7～9年度共通：
（年度計画策定・年度評価廃止に伴い）自己点検評価委員会におい
て、外部委員とともに中期計画の進捗及び評価指標達成状況の確認
を行う。

R4年度に受審した認証評価機関
による評価結果を受け、改善を要
する点４項目及び今後の進展が望
まれる点４項目について、それぞ
れ改善策を実施した。

（例）
両研究科の新制度に基づく「社会
人特別選抜」と文化政策研究科の
「国際協力経験者特別選抜」の募
集を開始した。

シラバスチェックの結果を踏まえ、
シラバス作成マニュアルを改定し
た。

新しい項目による授業アンケート
を実施し、結果について教学IR委
員会で集計し、教育研究審議会で
報告するとともに両学部教授会で
共有した。

・知名度向上と本学が求める学生の確保に向けて、媒体の性質及び訴
求対象を踏まえた戦略的な広報を国内外に向けて行う。
・教職員の自学に関する理解を促進し、教職員一人ひとりが様々な機会
に応じて全学的な広報を行う。【№85】
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第５ その他業務運営に関する計画

１　安全管理

（１）安全衛生管理体制の強化

・学生及び教職員の安全確保と健康保持のため、労働安全衛生法に基
づく安全衛生管理を適正に実施する。【№86】

86 学生定期健康診断受診率：第２期中期目標期間の水準を確保 定量 活動 94％（第２期中期目
標期間水準）

93%

×

・学生及び教職員が機械器具を安全に利用できるよう、講習等による指
導を徹底する。【№87】

87 工房機械講習会の実施：２回／毎年 定量 活動 ２回／毎年 2回

〇

（２）危機管理体制の強化

88 防災訓練の実施：１回／毎年 定量 活動 １回／毎年 １回（安全確保行
動、安否報告）

防災訓練として、シェイクアウト訓
練（安全確保行動）を実施、引き続
き、情報伝達訓練（安否確認の報
告）を実施した。
・実施日　令和8年1月20日
　　　　　　 昼休み12時30分から
・安否確認の回答状況
　364名から回答あり
　（教職員133名、学生231名）　　　　　

＊シェイクアウト訓練は、地震の際
の安全確保行動の３ステップ「まず
低く、頭を守り、動かない」を身に
つけるための訓練

〇

多様なテーマに関する教職員や学生向けの啓発動画の作成・発信：
新規動画１本以上／毎年

定量 活動 １本以上／毎年 １本（非常時のエレ
ベーターについて
の動画）

非常時のエレベーターについての
動画を作成し、LMS（SUAC 
manaba）に掲載した。 〇

・浜松市や関係機関等との連携をとり、防災・防犯・防疫対策の充実を図
るとともに、学生が、学内外において安全な生活を送ることができる環境
づくりを推進する。【№89】

89

―

- - - - - - -

・法人が保有する個人情報を適正に管理するとともに、電子データの漏
えいを防止するため、情報セキュリティ対策を強化する。【№90】

90 教職員向けの「情報セキュリティ等に関する研修」の参加率：100%以
上／毎年

定量 活動 100%／毎年 100%

〇

・災害・事故・事件等の緊急事態に適切に対応するため、感染症等の新
たな要素も想定に入れて、防災訓練の実施、防災マニュアルの見直し、
保安管理体制の見直し等、危機管理体制の充実を図る。【№88】
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２　社会的責任

（１）人権の尊重

91 ハラスメント事案新規発生件数（ハラスメント調査委員会での認定件
数）ゼロ／毎年

定量 成果 ゼロ／毎年 ゼロ

〇

教職員対象ハラスメント防止研修の受講率：100％／毎年 定量 活動 100％／毎年 100%

〇

（２）持続可能な社会の実現

・ＳＤＧｓの実現に向け、大学の業務運営、教職員や学生の生活の両面
で多様な取組を推進し、取組の状況や成果を広く社会に発信する。【№
92】

92 フェアトレード大学やＳＤＧｓに関する取組（学外への発信）件数：過去
３年平均以上／毎年

定量 成果 過去３年平均以上
／毎年
（Ｒ４－６平均値：11
件）

21件

〇

・ハラスメント防止指針に基づき、効果的な啓発指導や研修を行い、学
生・教職員の人権意識の向上や、相談体制の充実強化を図り、本学に
おけるハラスメントの根絶を目指す。
・ハラスメント事案が発生した場合には、迅速に被害者救済を行うととも
に、修学・就労環境の改善等の措置を行う。【№91】
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